
求人開拓事業に係る実績評価について 

（平成 18 年度市場化テストモデル事業） 

 

１ 事業概要 
 

雇用失業情勢の厳しい地域において、求人を量的に確保するための求人

開拓事業について、平成 18 年６月から平成 19 年３月までの 10 ヶ月間、全国

54 地域のうち３地域（＝北海道旭川地域、高知中央地域、長崎県南地域）に

おいて、市場化テストモデル事業を実施 

 

２ 受託事業者 
 

上記の３地域とも、フェアプレース・コンサルティング・ジャパン㈱ 

（現 ㈱ヴェディオール・キャリア 本社：東京都港区） 

 

３ 実績評価 （別紙１及び別紙２参照） 
 

○ 平成 18 年度の民間実施地域の結果を、同地域と労働市場規模等が類

似する国の比較対象地域と比較したところ、民間実施地域では、開拓求人

件数、開拓求人数、充足数のすべてにおいて、国の比較対象地域の結果

を大きく下回った。 

○ 民間実施地域では、それぞれ同地域における平成 17 年度の国実施時の

実績を下回った。 

○ 経費でみると、全体的な総額は、民間実施地域の方が国の比較対象地

域よりも若干安くなっているが、開拓求人数１人当たり、充足数１人当たり

のコストは国の比較対象地域よりもはるかに高くなっている。 

○ 今回の事業実施により、普段ハローワークを利用したことがなかった事業

所からの求人が確保される等の良かった点がみられた。 

 

４ まとめ 
 

○ 雇用失業情勢が厳しい地域で実施される求人開拓事業において、民間

事業者の創意と工夫が十分に発揮されず、また、当該地域で事業を新規に

開始した民間事業者が短期間で信頼を確保することの難しさ等を背景に、

民間実施地域において求人確保が十分に進まなかったことは、当該地域

の求職者の就職機会確保の観点から大きな問題と言える。 

○ 同一地域で継続的な事業実施が難しい求人開拓事業については、平成

17、18 年度のモデル事業の結果に加え、現在実施している本格実施の結

果も踏まえて検討し、引き続き市場化テストの対象としていくことが適当か

否かについて考えていく必要がある。 
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開拓求人件数 開 拓 求 人 数 充 足 数 充 足 率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率

390件 621人 150人 24.2％ 32.6％ 0.52倍

3,009件 4,647人 2,325人 50.0％ 54.9％ 0.52倍

　 　

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 充 足 数 充 足 率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率 換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算充足数

433件 787人 207人 26.3％ 58.7％ 0.52倍 832.7件 1,513.5人 398.1人

1,702件 2,959人 1,101人 37.2％ 51.9％ 0.73倍 2,331.5件 4,053.4人 1,508.2人

　 　

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 充 足 数 充 足 率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率 換算開拓求人件数 換算開拓求人数 換算充足数

553件 1,089人 192人 17.6％ 40.7％ 0.69倍 801.4件 1,578.3人 278.3人

1,423件 2,598人 1,030人 39.6％ 43.1％ 0.50倍 2,846.0件 5,196.0人 2,060.0人

　 　

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 充 足 数 充 足 率 正社員求人の割合
事業実施期間中の

地域別有効求人倍率

1,376件 2,497人 549人 22.0％ 44.0％ 0.57倍

6,134件 10,204人 4,456人 43.7％ 51.3％ 0.58倍

　 　

開拓求人件数 開 拓 求 人 数 充 足 数 充 足 率 正社員求人の割合

57,643件 97,656人 44,172人 45.2％ 48.2％

○

○

求人開拓事業（平成18年度市場化テストモデル事業）実績

　平成18年６月から平成19年３月まで、平成18年度市場化テストモデル事業として、北海道旭川地域、高知中央地域、長崎県南地域について、民間事業者に委託して事業を実施。

　北海道函館地域は北海道旭川地域に対し、奈良中南和地域は高知中央地域に対し、北海道帯広地域は長崎県南地域に対し、労働市場の規模等から比較対象となる国の実施地域。

実 施 地 域

長崎県南地域（民間）

北海道帯広地域（国）

北海道旭川地域（民間）

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除したもの。

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除したもの。

民間地域 合計

国比較対象地域 合計

実 施 地 域

国実施地域（51地域）合計

実 施 地 域

実 施 地 域

北海道函館地域（国）

実 施 地 域

高知中央地域（民間）

奈良中南和地域（国）

【参考】

【参考】
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委 託 費 監督費用

12,898千円 12,705千円 193千円 33.1千円 20.8千円 86.0千円 0.52倍

4.5千円 2.9千円 5.8千円 0.52倍

委 託 費 監督費用

12,158千円 11,767千円 391千円 28.1千円 15.4千円 58.7千円 0.52倍 14.6千円 8.0千円 30.5千円

7.6千円 4.4千円 11.8千円 0.73倍 5.6千円 3.2千円 8.6千円

委 託 費 監督費用

11,996千円 11,892千円 104千円 21.7千円 11.0千円 62.5千円 0.69倍 15.0千円 7.6千円 43.1千円

9.1千円 5.0千円 12.6千円 0.50倍 4.6千円 2.5千円 6.3千円

7.5千円 4.4千円 9.7千円

○

○

○

換算開拓求人件数
１件当たり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

換算求人充足数
１人当たり経費

事業実施期間中の
地域別有効求人倍率

求人充足数
１人当たり経費

事業実施期間中の
地域別有効求人倍率

実 施 地 域
事 業 実 施 経 費 開拓求人件数

１件当たり経費
開拓求人数

１人当たり経費

開拓求人件数
１件当たり経費

開拓求人数
１人当たり経費

求人充足数
１人当たり経費

事業実施期間中の
地域別有効求人倍率

求人開拓事業（平成18年度市場化テストモデル事業）経費比較　　

北海道旭川地域（民間）

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

北海道函館地域（国） 13,569千円

実 施 地 域
開拓求人件数
１件当たり経費

開拓求人数
１人当たり経費

求人充足数
１人当たり経費

長崎県南地域（民間）

北海道帯広地域（国）

開拓求人件数等の各指標について、事業実施期間中の有効求人倍率で除した換算数に係る１件あたり経費

13,014千円

換算開拓求人件数
１件当たり経費

換算開拓求人数
１人当たり経費

換算求人充足数
１人当たり経費

高知中央地域（民間）

奈良中南和地域（国）

事 業 実 施 経 費

12,947千円

実 施 地 域
事 業 実 施 経 費

開拓求人件数
１件当たり経費

開拓求人数
１人当たり経費

求人充足数
１人当たり経費

　国実施地域の事業実施経費については、実際に要した経費を取りまとめている。

　民間実施地域において求人開拓事業を実施するために要した経費（事業実施経費）は、「委託費」及び「監督費用」を計上している。「監督費用」は、民間事業者との契約に係る事務や検査・指導等に
要した経費について、これら事務に従事した労働局職員等の人件費を当該業務従事時間で按分する方法により計上している。

　平成18年６月から平成19年３月まで（10か月）、平成18年度市場化テストモデル事業として、北海道旭川地域、高知中央地域、長崎県南地域について、民間事業者に委託して事業を実施。

国実施地域（51地域）合計 429,730千円

事 業 実 施 経 費実 施 地 域

【参考】

【参考】
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